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1 同和問題に関する基本認識 

今世紀、人類は二度にわたる世界大戦の惨禍を経験し、平和が如何にかけがえのないものであるか

を学んだ。しかし、世界の人々の平和への願いにもかかわらず、冷戦構造の崩壊後も、依然として各

地で地域紛争が多発し、多くの犠牲者を出している。紛争の背景は一概には言えないが、人種や民族

間の対立や偏見、そして差別の存在が大きな原因の一つであると思われる。こうした中で、人類は、

「平和のないところに人権は存在し得ない」、「人権のないところに平和は存在し得ない」という大き

な教訓を得た。今や、人権の尊重が平和の基礎であるということが世界の共通認識になりつつある。

このような意味において、21世紀は「人権の世紀」と呼ぶことができよう。 

我が国は、国際社会の一員として、国際人権規約をはじめとする人権に関する多くの条約に加入し

ている。懸案となっていた「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（人種差別撤廃条約）

にも加入し、「人権教育のための国連 10 年」への本格的な取組みも開始された。世界の平和を願う我

が国が、世界各国との連携・協力の下に、あらゆる差別の解消を目指す国際社会の重要な一員として、

その役割を積極的に果たしていくことは、「人権の世紀」である 21 世紀に向けた我が国の枢要な責務

というべきである。 

ひるがえって、我が国固有の人権問題である同和問題は、憲法が保障する基本的人権の侵害に係る

深刻かつ重大な問題である。戦後 50年、本格的な対策が始まってからも四半世紀余、同和問題は多く

の人々の努力によって、解決へ向けて進んでいるものの、残念ながら依然として我が国における重要

な課題と言わざるを得ない。その意味で、戦後民主主義の真価が問われていると言えよう。また、国

際社会における我が国の果たすべき役割からすれば、まずは足元とも言うべき国内において、同和問

題など様々な人権問題を一日も早く解決するよう努力することは、国際的な責務である。 

昭和 40年の同和対策審議会答申（同対審答申）は、同和問題の解決は国の責務であると同時に国民

的課題であると指摘している。その精神を踏まえて、今後とも、国や地方公共団体はもとより、国民

の一人一人が同和問題の解決に向けて主体的に努力していかなければならない。そのためには、基本

的人権を保障された国民一人一人が、自分自身の課題として、同和問題を人権問題という本質から捉

え、解決に向けて努力する必要がある。 

同和問題は過去の課題ではない。この問題の解決に向けた今後の取組みを人権にかかわるあらゆる

問題の解決につなげていくという、広がりをもった現実の課題である。そのような観点から、これま

での成果を土台とし、従来の取組みの反省を踏まえ、未来に向けた新たな方向性を見極めるべき時に

差しかかっていると言えよう。 

 

2 同和問題解決への取組みの経緯と現状（略） 

（1）これまでの経緯 

（2）現状と課題 



 

3 同和問題解決への展望 

（1）これまでの対策の意義と評価 

同対法以来これまで三度にわたる特別法が制定され、四半世紀余にわたって同和地区、同和関係者

に対象を限定した特別対策が実施されてきた。同対審答申の当時は、同和地区や同和関係者が事実上

一般対策の枠外に置かれていたという状況や、心理的差別と実態的差別の相互作用が差別を再生産し

ているという悪循環がみられた。この悪循環を断ち切り、生活実態の早急な改善を図るには、迅速な

事業の実施と全国的な水準の引上げを図ること等が必要とされ、これらの法律により期間を限って、

国が財政上の特別措置を講じることにより、所要の施策の推進に努めてきた。 

このような考え方の下に推進されてきた特別対策は、極めて大きな意義をもつものであった。すな

わち、物的な生活環境をはじめ様々な面で存在していた較差が大きく改善された。また、これによっ

て物的な生活環境の劣悪さが差別を再生産するというような状況も改善の方向に進み、差別意識の解

消に向けた教育及び啓発も様々な創意工夫の下に推進されてきた。さらに、対策の実施は全国的に進

展し、地方公共団体にとって財政的負担が特に大きい物的な基盤整備はおおかた完了したとみられる。

これらを総合的に勘案した場合、全般的にみれば、これまでの特別対策は現行法期限内におおむねそ

の目的を達成できるものと考えられる。 

これまでの対策は上述のように大きな意義があったが、2（2）に述べたように深刻な課題が残されて

いるとともに、現時点でみれば反省すべき点も少なくない。事業の実施に当たって周辺地域との一体

性を欠いたり、啓発などのソフト面の取組みが不十分であったことにより、いわゆる「ねたみ意識」が

表面化するなど差別意識の解消に逆行するひずみが指摘されてきた。また、これらの特別対策は、施策

の適用上、地区や住民を行政が公的に区別して実施されてきたものであり、それが住民の意識に与え

る影響等、この手法に内在する問題点も指摘されている。 

 

（2）今後の施策の基本的な方向 

特別対策は、事業の実施の緊要性等に応じて講じられるものであり、状況が整えばできる限り早期

に一般対策へ移行することになる。一方、教育、就労、産業等の面でなお存在している較差の背景に

は様々な要因があり、短期間で集中的に較差を解消することは困難とみられ、ある程度の時間をかけ

て粘り強く較差解消に努めるべきである。 

このようなことから、従来の対策を漫然と継続していたのでは同和問題の早期解決に至ることは困

難であり、これまでの特別対策については、おおむねその目的を達成できる状況になったことから、

現行法の期限である平成 9年 3月末をもって終了することとし、教育、就労、産業等のなお残された

課題については、その解決のため、4 で述べるような工夫を一般対策に加えつつ対応するという基本

姿勢に立つべきである。 

本報告に盛り込まれた施策を実現していくため、法的措置の必要性を含め各般の措置について具体

的に検討し、これに基づいて、国及び地方公共団体は、基本的人権の尊重と同和問題の一日も早い解

決をうたった同対審答申の精神とこれまでの成果を踏まえつつ、それぞれがその責務を自覚し、今後

とも一致協力して、これらの課題の解決に向けて積極的に取り組んでいく必要がある。 



同対審答申は、「部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなければならない」と指摘

しており、特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期解決を目指す取組みの放

棄を意味するものでないことは言うまでもない。一般対策移行後は、従来にも増して、行政が基本的

人権の尊重という目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのあることも視野に入れながら、地域の

状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実施していく主体的な姿勢が求められる。 

 

 

4 今後の重点施策の方向（略） 

（1）差別意識の解消に向けた教育及び啓発の推進 

（2）人権侵害による被害の救済等の対応の充実強化 

（3）地域改善対策特定事業の一般対策への円滑な移行 

（4）今後の施策の適正な推進 

（5）その他 

 


